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５ 自主研修 

 

  
 

 民間事業者（委託） 自治大学校 

目 的 職員の自主的な学習機会を提供し、県職員として必要な基礎的知識の習得と自己

啓発意欲の向上を図る。 

受 講 期 間 令和８年４月（予定）～令和９年３月 令和８年５月（予定）～令和９年２月 

対 象 者 全階層 全階層 

内 容 ➣民間事業者が提供する講座から、自身

に必要な科目を選択して、学習しま

す。 

 

➣地方自治法、地方公務員法及び地方税

財政制度の基本的知識について、自身

に必要な科目を選択して、学習しま

す。 

  ※所属長が必要と判断した場合、職場研修として勤務時間内に実施することができます。 

 

 

 

目 的 職員の自主的な学習を支援することで、自己啓発意欲の向上を図る。 

受 講 期 間 年間を通じて常時受付 

※毎月１５日（週休日及び休日の場合はその翌日）までに受講申請する場合、申

込月の翌月１日から受講開始となります。 

対 象 者 全階層  

内 容 対象講座を受講する場合、受講料に団体割引を適用することができます。 

※対象講座は公務研修所イントラに掲載するほか、別途通知します。 

 http://zao.intra.pref.miyagi.jp/kouken/jishukenshu.html 

 

 

e ラーニング研修 

通信講座受講支援 

http://zao.intra.pref.miyagi.jp/kouken/jishukenshu.html
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６ 職場研修 

 

（１）職場研修支援事業 

 

 

目 的 
職員研修の中核である職場研修を支援することにより、学習的職場風土の醸成を

図る。 

対 象 
外部講師を招へいして行う職場研修（複数の所属が連携して実施するものを含

む。）を対象とする。 

支 援 内 容 
外部講師の招へい経費（謝金・旅費）を予算の範囲内で支援。 

※申請手続等の詳細は別途通知します。 

 

 

 

目 的 

所属における既存業務の変革を目指し、業務プロセスの分析を通じて具体的な課

題を抽出し、デジタル技術の活用等による業務の再構築を視野に入れて議論を重

ねることで、実効性の高い解決策の立案・実行に繋げる。 

実 施 期 間 
令和８年６月から令和８年１０月まで（予定） 

※上記期間内に、講師による事前ヒアリングのほか、３回程度の対面研修を行う。 

対 象 知事部局３所属程度（課室又は班単位） 

主 な 内 容 

➣業務課題の明確化 

➣デジタル技術等を活用した解決策の検討 

➣所属内での実現に向けたフォローアップ体制 

備 考 実施場所は原則として応募所属で手配願います。 

 

 

 

 

 

 

 

チームＤＸ研修 新 規 

職場研修支援 
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（２）研修教材貸出事業 

 

 

目 的 
職員研修の中核である職場研修を支援することにより、学習的職場風土の醸成を

図る。 

対 象 職場研修を行う研修推進員等を対象とする。 

主 な 内 容 
職場研修に活用可能な視聴覚教材や Web 上のビデオアーカイブサービスを視聴

できる ID等の貸出。 

 

研修教材貸出 


